











































計監査を受けることが義務付けられている（会社法第 328 条第 1 項、

















る（金融商品取引法第 24 条第１項、同法施行令第 3 条、第 3 条の 5、



















①　上場会社 約 3,600 社 ○ ○ ○
②　上場会社以外の金融
商品取引法適用会社























































































































































































































準（ＩＦＲＳ：International Financial  Reporting Standards ）と
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こうした中、平成 21 年 12 月に連結財務諸表規則等の改正が行わ
れ、金融商品取引法上は、下記の要件のすべてを満たす上場会社に
ついて、平成 22 年 3 月期の連結財務諸表からＩＦＲＳ（金融庁告
示で定められている指定国際会計基準をいう。）の任意適用が認め



















用を認めていないこともあり、平成 24 年 12 月末現在、ＩＦＲＳを
適用している上場会社は 8 社に過ぎないのが実情である。




120 条第 1 項前段）。
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いて適切に運用していくことが必要であり、高度な判断力が求めら
れる。







































































































































































































金 5 億円以上の株式会社及び負債総額 200 億円以上の株式会社が大
会社と定義され、会計監査人による会計監査の対象会社が拡大され
た。
平成 18 年 5 月から施行されている会社法においても、会計監査
人による会計監査の適用範囲については、そのまま踏襲されている
（会社法第 328 条、第 436 条第 2 項）。すなわち、昭和 56 年の監査
特例法の改正以降、今日まで約 30 年余りの年月が経過しているが、
適用範囲の見直しが行われないまま現在に至っている（注 16）。ち
なみに、資本金 5 億円以上の株式会社及び負債総額 200 億円以上の
株式会社は、約 250 万社の株式会社のうち、約 1 万社にとどまって
いる［図表− 1］を参照。
しかしながら、［図表− 6］に示したとおり、公認会計士の数は、

























昭和 50 年 ３月末
昭和 60 年 ３月末
平成  5 年 ３月末
平成 10 年 ３月末
平成 15 年 ３月末
平成 20 年 ３月末
平成 22 年 ３月末
































は、10 年以下の懲役もしくは 1,000 万円以下の罰金に処し、又はこ
れを併科するとして重い刑事罰を科すこととされている（同法第






上記の罰則規定については、最近では平成 9 年 12 月の証券取引
法の改正及び平成 18 年 6 月の証券取引法の改正により、罰則の大
幅な強化が図られている。ちなみに、平成 18 年 6 月の証券取引法
の改正前においては、有価証券報告書及び有価証券届出書に重要な
























































































































（注２） 平成 16 年 12 月にジャスダック証券取引所が設立されたことに伴い、
現在店頭登録会社に該当する会社は存在しない。なお、ジャスダック
証券取引所は、平成 22 年 4 月に大阪証券取引所に吸収合併されている。
（注３）  平成 10 年 6 月に公表された「商法と企業会計の調整に関する研究会
報告書」（大蔵省と法務省との共同研究会報告書）のⅠの 1 を参照。





法制と資本市場」『商事法務 1940 号』（平成 23 年 11 月）、９頁。
（注６） 米国においては、個別財務諸表の開示は不要とされている。





（International Accounting Standard Board　）によって設定されてい
る。ＩＡＳＢでは、会計基準の設定に関する高度な専門能力を有する








ている主要先進国の実情を踏まえ、2001 年 7 月に発足した民間の会計
基準設定主体である。





 （注 12） 鶯地隆継「原則主義への対応と解釈指針の役割」『企業会計』Vol.20 
No.61（平成 21 年 3 月）35 頁。
（注 13） 高浦英夫監修『ＩＦＲＳ』、東洋経済新報社、（2009 年 1 月）、22 頁。
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ついては、10 年以下の懲役若しくは 1,000 万円以下の罰金に処し、こ
れを併科することとされている（会社法第 960 条）。
（注 17） 平成 24 年 12 月に、企業会計審議会から、「監査における不正リスク
対応基準（案）」が公開草案として公表されている。
（注 18） 平成 20 年 12 月から、証券取引等監視委員会、金融庁若しくは財
務局による検査又は報告の徴取が行われる前に、証券取引等監視委員
会に対して違反事実に関する報告を行った場合には、課徴金の額を上
記金額の半額に減額することとされている（法第 185 条の 7 第 12 項）。
また、違反行為を繰り返した者については、課徴金の額を 1.5 倍するこ
ととされている（法第 185 条の 7 第 13 項）。
（注 19） 三井秀範編著『課徴金制度と民事賠償責任』、金融財政事情研究会、
（2005 年 1 月）、13 頁。
（注 20） 循環取引とは、商品等を実際には動かさず、複数の企業がお互いに
通謀して、伝票操作により商品等の転売を繰り返すことにより、架空
売上げ及び架空原価を計上する取引手法をいう。
［後記］
梶浦桂司教授とは、北海道大学会計専門職大学院で勤務してい
た平成 18 年の秋に知り合い、短い期間ではあったが、公私にわ
たり親しく交流させて頂いた。同会計専門職大学院での集中講義
でゲストとして特別講義を行ってもらうなど、たいへんお世話に
なった。誠実で優しいお人柄であり、大切な友人の一人としてお
付き合いしていただけに、この度の突然のご逝去は残念でならな
い。
拙い論文であるが、本稿を梶浦先生に捧げたい。
